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研究成果の概要（和文）：本研究では、今後一層の増加が予想される「非管理職」シニア従業員の「持続的エン
プロイアビリティ」（心身共に健康に働き続ける仕事機会の獲得能力）向上のメカニズムについて、理論・実証
の両面から検討を行った。具体的には、①非管理職シニア従業員の持続的エンプロイアビリティの促進・阻害要
因の検討、②定年年齢前後における個人の仕事に関する態度や行動レベルの時系列変化、及び③シニアの持続的
エンプロイアビリティの向上が個人・職場等にもたらす効果の検討の３点を試みた。研究成果は随時論文化さ
れ、国内外の主要学会で発表されたほか、海外の主要ジャーナルに積極的に投稿され、既に一部の論文は主要誌
に掲載されている。 

研究成果の概要（英文）：This research project attempted to theoretically and empirically investigate
 the mechanisms by which non-managerial older workers develop “sustainable employability,” which 
is characterized as an ability to continually attract and acquire employment opportunities with 
maintained, or even enhanced, well-being state. Specifically, the research aimed at documenting (1) 
factors promoting/ impeding the sustainable employability, (2) longitudinal changes in the level of 
work-related attitudes and behaviors before and after the retirement age, and (3) effects that the 
sustainable employability has on individual-, group-, and organizational-level outcomes. Several 
papers supported from this research funding have been published in major international journals, 
such as Human Relations, Personnel Review, and so forth.

研究分野：組織行動・人的資源管理・産業・組織心理学
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
少子高齢化の急速な進展に伴い、企業では人材の高齢化、とりわけ「非管理職」のシニア従業員が増加しつつあ
る。人生１００年時代が叫ばれる中、シニアが心身共に健康に働き続ける仕事機会の獲得能力を高める重要性が
指摘されている。学術的には、この能力は「持続的エンプロイアビリティ」と呼ばれる。本研究では、シニアが
持続的エンプロイアビリティをいかに高め、個人や職場にどのような効果をもたらすかについて検討を試みた。
成果の一部は、海外の学術誌に掲載された他、「DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー」や「産業訓練」な
どの実務家向けの雑誌にも掲載されている。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 総務省「人口推計」によると、2015年 10月現在、日本の 65歳以上人口、すなわち高齢者
人口は 3,300 万人を占め、総人口に占める高齢者の割合（高齢化率）は 26.0%にのぼる（内閣
府, 2015）。この高齢化率は、団塊世代が 75歳に達する 2025年には 30%を超え、同時に高齢者
1 人当たりの 15～64歳までの人口の割合は 2人を割り込むことが予想されている（同上）。こ
うした中、高齢者に対する一層の社会保障支援が求められている一方、他方では就業能力と意
欲のある高齢者の積極的な雇用・活用戦略も重要な課題である。 
 
(2) 特に後者に目を向けた場合、マクロの視点からは、高齢者の雇用創出や就業環境の整備等
に向けた政策提言に資する研究が数多く蓄積されているものの、よりミクロの視点、すなわち
高齢者のキャリア意識や動機づけ、継続的な能力開発等をいかに誘発し、積極的な社会参加に
つなげるかは必ずしも十分には研究されていない。 
 
(3) 近年、この高齢者の就業行動を説明する中核的な概念として「持続的エンプロイアビリテ
ィ」概念が注目を集めつつある（Peters, Engels, de Rijk, & Nijhuis, 2015; van Selm & Van der 
Heijden, 2015）。持続的エンプロイアビリティとは、「従業員が現在および将来の仕事生活にお
いて健康と幸福感を維持しつつ仕事遂行の機会を獲得する能力」（Peters et al., 2015, p. 881）と
される。この持続的エンプロイアビリティ概念は、従来のエンプロイアビリティ概念とは異な
り、高齢者を対象とした老年学の文脈から生起した用語であること、また高齢者の「仕事」の
中身として、ボランティア活動等の非金銭的報酬の仕事ではなく、あくまで「有給の仕事」を
指すなどの特徴がある（Smaliukienė, 2014）。その意味で、経済的に自律可能な高齢者の育成支
援をミクロの視点からアプローチする上で極めて重要な概念といえる。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究では、「非管理職」シニア従業員に焦点を当て、彼・彼女らの「持続的エンプロイア
ビリティ」向上のメカニズム解明にむけた理論的・実証的検討を行うことを目的とした。 
 
(2) 「非管理職」シニア従業員に着目した経緯として、日本における年齢階級別の人口構造と
日本企業の組織構造の乖離が指摘できる。すなわち、現状の「壺型」（ゆくゆくは逆ピラミッド
型）の人口構造に対して、相対的に年齢の高い人材がピラミッドの上層部分を占める組織構造
との間に齟齬が生じ、役職に就けないシニア人材が増加している。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究初年度は、既存文献の調査、関連資料の収集、人事部門へのインタビュー調査などを
中心に定性的なデータ収集とその分析を行った。 
 
(2) ２年目以降は、シニア従業員及び比較対象となる若手～中年従業員を対象に、複数回の縦
断的調査（質問紙法）を実施した。最終的な有効回収数は約 6,000名であった。 
 
４．研究成果 
 以下、主な研究成果として、シニア人材の持続的エンプロイアビリティを人材マネジメント
施策（HRM施策）との関連から分析した成果を報告する。とりわけ、自社の HRM施策をシニ
ア従業員がいかに知覚したかが彼・彼女らの意識にどのような変化がもたらされたかについて
報告する。 
 
(1) シニア人材が自社の HRM施策がウェルビーイング（従業員の幸せ）向上目的で実施されて
いると知覚した場合、自身の仕事生活において活躍できる期間が十分に残されていると感じ（職
業的将来展望の拡張）、仕事面での主観的成功感、定年後の就業継続意思の向上と仕事無力感の
抑制につながることが明らかとなった。 
 
(2) 加えて、調整効果（moderating effect）の結果より、ウェルビーイング向上目的の HRM 施
策は、職業的将来展望と仕事関連のウェルビーイングとの関係を増幅させる効果もまた明らか
となった。また、既存研究より、ウェルビーイングは職務成果を高める役割を果たしているこ
とが複数の研究で明らかとなっている。したがって、ウェルビーイング向上目的での HRM 施
策の実施がシニア人材の仕事関連の充実感、ひいては職務成果の向上に繋がる可能性を示唆し
ている。 
 
(3) 自社の HRM施策がコスト削減目的で実施されていると知覚したシニア人材もまた、自己の
仕事生活での活躍の時間が十分に残されていると知覚し、仕事関連のウェルビーイングが高ま
るという結果を示していた。この点は、コスト削減目的の HRM 施策が職業的将来展望を低下
させることを想定していた本研究での仮説と異なる結果である。 
 
(4) しかしながら、自社の HRM施策がコスト削減目的であると知覚するシニア人材は、ウェル



ビーイングの結果指標の中でも「仕事無力感」を直接的に高める効果を示していた。さらに、
その場合、職業的将来展望と仕事無力感の負の関係を負の方向に増幅させる効果も観察された。
すなわち、コスト削減目的の HRM 施策は個人の仕事上の主観的な残存期間を拡張させる効果
をもつ一方、他方で仕事無気力を直接的に高める効果を持つ。 
 
(5) さらに、コスト削減の目的で施策が実施されていると知覚するシニアは、仮に主観的な職
業生涯の残存時間が十分にあると知覚しても、仕事無力感が低下しない、もしくは緩やかにし
か低下しない可能性が示唆された。 
 
(6) シニア人材の持続的エンプロイアビリティを人材マネジメント施策との関連から解明する
研究は、未だ途上の段階にあり、今後一層の研究蓄積が求められる。本研究において、コスト
削減目的の HRM 施策とウェルビーイング指標との関係における時間的展望概念の媒介仮説が
支持されなかった点については、それがキャリアステージの特殊性（シニア人材）に起因する
ものなのか、もしくは国ないしは文化的な特殊性（日本）に起因するものなのか、更なる検証
が必要だろう。 
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